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会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 令和４年度第４回武蔵村山市個人情報保護審議会 

開 催 日 時 令和４年７月８日（金）午前１０時～午前１１時４７分 

開 催 場 所 市役所３０１会議室 

出 席 者 及 び 

欠 席 者 

出 席 者：佐々木会長、森本副会長、内野委員、小川委員、乃一委員、比

留間委員、森林委員、山田委員 

欠 席 者：加園委員、原田委員 

事 務 局：文書法制課長、文書法制課係長（法務係）、文書法制課主任

（法務係） 

報 告 事 項 ― 

議 題 

⑴ 個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本市の個人情報保護制

度の見直しについて 

⑵ その他 

結 論 
（決定した方針、残さ

れた問題点、保留事項

等を記載する。） 

⑴ 諮問書の項目１（条例要配慮個人情報）については、現時点では条例

要配慮個人情報に当たる記述等を定める必要性は乏しく、今後、国に

条例要配慮個人情報に関する規制を求めるよう働きかけを行っていく

とともに、審議会にも必要な情報提供を行うよう意見することとす

る。 

  項目４（開示手数料の額）については、手数料は無料とし、写しの交

付に要する費用として現行制度と同様の負担を求めることが適切であ

る旨意見することとする。 

  項目５（審議会への諮問事項）については、報告事項から個人情報を

取り扱う業務の開始、変更及び廃止の届出に関する事項並びに保有個

人情報の利用の届出の状況に関する事項を除き、個人情報ファイル簿

の公表の状況に係る事項を加えること、諮問事項から条例によりその

権限に属する事項、制度の運営に関する重要事項を除き、法施行条例

を改正しようとするとき、独自の個人情報保護施策を実施する場合

で、地域の代表者や有識者等からの意見を聴取することが特に必要で

あるときを加えることとするのが適切である旨意見することとする。 

  項目６（情報公開条例との整合）については、情報公開条例との整合

性を確保することを目的として個人情報保護法施行条例で特別に不開

示情報を規定する必要はなく、個人情報保護法で不開示とされている

情報のうち、開示することを義務付ける規定を置く必要もない旨意見

することとする。 

  その他、追加事項については、事務局の判断で条例等に追加してよ

い。 

⑵ 議題なし 

審 議 経 過 
（主な意見等を原則と

して発言順に記載し、

同一内容は一つにまと

める。） 

 

（○＝委員、 

●＝事務局等） 

 

○ それでは、ただ今から、令和４年度第４回武蔵村山市個人情報保護審

議会を開催いたします。 

  本審議会の会議につきましては、「武蔵村山市個人情報保護審議会の

会議の公開に関する運営要領」第２条の規定に基づき、「公開」を原則

として審議を進めております。 

本日の会議につきましては、会議開会前に文書法制課長と協議を行

い、非公開情報として取り扱う議題がないと判断いたしましたので、公

開により開催いたします。 
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議題 

⑴ 個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本市の個人情報保護制

度の見直しについて 

 

○ 議題⑴「個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本市の個人情

報保護制度の見直しについて」を議題とし、事務局に説明を求めます。 

● それでは、議題⑴「個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本

市の個人情報保護制度の見直しについて」御説明させていただきます。

なお、当該議題は、複数回に分けて御審議をお願いするものとして、令

和４年度第２回会議で諮問させていただいたものでございます。 

 

  内容に入る前に、前回の審議会において、パワーポイント等による説

明をしてほしいと御希望をいただいたところですが、同時期に他の事務

が大量にあり、パワーポイント資料作成の準備期間が確保できなかった

こと、前回の議題であった個人情報ファイル簿ほど視覚的な説明を要す

る事項はないと考えられたことから、今回会議では紙の資料による作成

とさせていただきました。次回以降、規模の大きな案件や視覚的な説明

を要する案件があった際は、パワーポイントによる説明をさせていただ

きたいと考えておりますので、御理解いただければと存じます。 

  なお、パワーポイントがない状態でも、多少でも視覚的に御理解いた

だきやすくなるよう、参考資料としていくつか配布しておりますので、

それらも御覧いただければ幸いです。 

 

  それでは、内容の説明に入らせていただきます。 

  前回会議で配布しました資料１「個人情報の保護に関する法律の一部

改正に伴う本市の個人情報保護制度の見直しについて（諮問） 根拠・

対応案・検討結果等」を御覧ください。 

  まず、「条例要配慮個人情報を条例で定める必要性について」でござ

います。 

  この項目につきましては、前回会議において御審議をいただいたとこ

ろですが、指摘事項があり、結論に至りませんでしたので、その点につ

いて改めて御説明いたします。資料１と併せて「諮問事項「１ 条例要

配慮個人情報を条例で定める必要性について」関係資料」を御覧くださ

い。 

  前回会議でいただいた意見は、①今後、自治体が連携して国に対し、

自治体独自の制度を設けることを認めるよう働きかけることが可能か、

②武蔵村山市にそのような働きかけを行う意思があるか、また国や都は

それをどのように扱うのかを確認した上で審議するというものでした。

これらについて、諮問事項１関係資料の対応策を御覧ください。 

  まず、市としましては、全国市長会等を通して国に働きかけることは

可能であると考えています。ただし、今回の法改正の趣旨が自治体ごと

に異なる個人情報保護制度の統一を図ることであったことを考慮する

と、自治体独自の規制が認められる可能性は低く、３年ごとに行われる

個人情報保護法見直しの中で、地方公共団体が条例要配慮個人情報を定

めた場合に、より厳格な安全管理措置を全国統一的に法律で手当てする

等の要望をしていくほかないと考えております。 

  また、実際に個人情報保護委員会に対して、条例要配慮個人情報に関

する届出や審議会への報告を義務付けることが可能かを問い合わせたと

ころ、別添のような回答がありました。概要としては、個別案件に踏み

込まない範囲で、定期的な届出や審議会への報告などを行う運用を採る
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ことは可能ですが、個別案件の処理について審議会の意見を聴いたり、

審議会への報告を要件化したりすることは事後的なものであっても認め

られないとのことでした。 

  よって、現状では、条例要配慮個人情報を定めたとしても、個々の条

例要配慮個人情報の利用等について、事後的であっても審議会への報告

を義務付けることはできず、審議会が意見を述べることも許されませ

ん。 

  職員、市民への啓発目的で条例要配慮個人情報に当たる記述等を定め

ることも可能ではありますが、実質的な効力を持たない状況では、やは

り効果が乏しく、事務手続の負担のみを増やすこととなるおそれがある

と考えています。 

  なお、条例要配慮個人情報等に関する自治体独自の制限が禁止されて

いることに関して、国からは、行政機関等が取り扱う個人情報は、要配

慮個人情報や条例要配慮個人情報を含めた全てについて一律に、条例を

含む法令の定める所掌事務又は業務の遂行に必要な場合にのみ保有でき

ること（法第６１条第１項）、特定した利用目的の達成に必要な範囲を

超えて保有してはならないこと（同条第２項）、不適正な利用が禁止さ

れること（法第６３条）、不適正な取得が禁止されること（法第６４

条）等から、条例要配慮個人情報等に係る特段の制限を設けずとも適正

に利用されることとなるという趣旨の考えが示されています。 

 

  以上を踏まえ、市といたしましては、当面は、条例要配慮個人情報に

当たる記述等を定めることなく、今後、機会を捉えて全国市長会等を通

して国に対し、条例要配慮個人情報に係る全国統一的な規制の追加を求

めていくこと等を考えております。 

  説明は以上です。 

 

【主な意見等】 

○ 心配な面もありますが、現状としては、事務局案のとおり規定を設け

ないこととするしかないと思います。ただし、事務局には、今後、全国

の自治体から国に対して出された意見等を審議会にも報告し、情報共有

していただきたい。 

● 可能な限り情報提供を行ってまいります。 

○ 国は、今後も質疑応答を受け付けるのでしょうか。 

● 個人情報保護委員会が随時質疑を受け付けるものと認識しています。

また、質疑応答の結果については、適宜取りまとめの上、全国の自治体

にフィードバックされるものと考えています。 

○ 本市では、法定３０日の開示決定期限を１４日にすることが予定され

ていますが、ガイドライン等には、解釈に疑義が生じた場合は、国に照

会するよう記載されていると思います。国は、この期限に間に合うよう

回答してくれるのでしょうか。 

● 情報公開等連絡会の中で、他の自治体が同様の質問を行った旨情報提

供がありました。当該質問に対して国は、照会があった場合、なるべく

迅速に回答を行う旨の回答をしたとのことでした。 

○ 委員会が回答期限等に関する内部規定を設けているかどうか分かりま

すか。 

● 不明です。 

○ なぜ国はこれほど自治体独自の規制を設けることに否定的なのでしょ

うか。 

● 法改正の目的に、データの利活用を促進するというものがあり、国と
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しては、これを阻害するようなことをさせたくないものと推測します。 

○ 全国共通のルールで条例要配慮個人情報等に関する規制をしないのは

なぜでしょうか。また、ガイドライン１６ページの４－２－６には、条

例要配慮個人情報に当たる記述等を定める場合は、個人情報保護委員会

に事前に相談することが望ましいとありますが、法の規律を超える規制

等を認めない旨も記載されています。これらの趣旨をどのように考えれ

ばよいのでしょうか。 

● 国は、要配慮個人情報、条例要配慮個人情報を含む個人情報の安全管

理措置については、改正個人情報保護法の規定で十分に整備されている

ことから、それ以上の規制を行う必要がないとの考えを示しています。 

  また、国は、条例要配慮個人情報に当たる記述等の具体的な例は存在

しないとしており、このことから、国が、条例要配慮個人情報に当たる

記述等を定める場合の事前の照会を求めるのは、国としては、条例要配

慮個人情報を定める必要があるケースは、ほぼないと考えているためと

推測します。 

○ 国に照会し、認められた上で条例要配慮個人情報に当たる記述等を定

めた場合であっても、法の規定を超える保護措置を採ることはできない

のでしょうか。そのため、現時点では、条例で条例要配慮個人情報に当

たる記述等を定めたとしても実質的に意味はないと考えているというこ

とでしょうか。 

● お見込みのとおりです。事務局では、条例要配慮個人情報に当たる記

述等を定めたとしても、現実的な効果が見込めないと考えています。 

○ 全国の自治体が国に対し、具体的な例を想定した上、制度の見直しを

図るよう求めていくしかないということと理解しました。 

 

 

● 諮問書の項目２及び３につきましては、前回会議において一応の結論

をいただきましたので、続きまして、諮問書の項目４「条例で定める開

示手数料の額について」御説明いたします。 

  前回会議で配布しました資料１を御覧ください。「掲載箇所」の欄で

お示ししておりますガイドライン及びＱ＆Ａでは、開示請求に係る手数

料を無料とすることは妨げられないとされております。 

  また、Ｑ＆Ａ１７ページのＱ５－７－２では、開示請求自体の手数料

とは別に、開示文書の写しの交付に要する費用を実費として徴収するこ

とも可能とされています。なお、ここでいう写しの交付に要する費用と

は、文書のコピー代や電磁的記録媒体に係る費用を指し、本市では「写

しの作成及び送付に要する費用」と呼称しています。 

  資料１の「比較・コメント」欄を御覧ください。現行制度では、開示

請求手数料は無料としつつ、写しの作成に要する費用は、単色であれば

片面１枚当たり１０円、多色であれば２０円としており、両面の場合は

それぞれ倍の額となります。また、ＣＤ等の電磁的記録媒体について

は、実費相当額を徴収することとしています。 

  ただし、写しの作成に要する費用を徴収するのは、開示請求の対象と

なった保有個人情報が電子データ以外に存在しないときのみとしていま

す。その正確な理由については記録が残されておりませんが、おそらく

いわゆる自己情報コントロール権を考慮したものと考えられます。自己

情報コントロール権とは、本来、個人情報は、その個人情報に係る本人

のみが流通や公開をコントロールできるというものです。この考え方か

ら、市が保有している個人情報であっても、写しの作成が比較的容易な

ものについては、当然の権利として、その個人情報に係る本人には、で
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きる限り無料で開示しようとしたものと考えられます。 

  その他、原則として、交付は窓口で実施していますが、やむを得ない

理由で郵送による交付を行う場合のみ、「写しの送付に要する費用」と

して送料を徴収しています。 

  なお、諮問書の項目４に係る他自治体の状況でございますが、前回会

議で御紹介しました多摩地区の２２市で構成され、東京都がオブザーバ

ーとして参加する情報公開等連絡会では、ほぼ全ての市が対応を検討中

と回答していました。 

  ただし、八王子市や、情報公開等連絡会の構成市ではありませんがパ

ブリックコメントの実施により状況を把握することができた平塚市で

は、本市と同様、手数料については無料、写しの作成に要する費用につ

いては実費負担とする方向にあるようです。 

  以上を踏まえ、本市では、今後も現行と同様、開示請求の手数料は無

料とし、写しの作成及び送付に要する費用を徴収することとしたいと考

えております。 

  説明は以上です。 

 

【主な意見等】 

○ 写しの作成に要する費用については、例えば、紙代の高騰により実際

の負担が１０円を大きく超えるようなこととなった場合、変えることが

できるのでしょうか。 

● 写しの作成に要する費用については規則で定めるため、情勢にそぐわ

なくなった場合、規則改正で変更することが可能です。情報公開等連絡

会では、手数料等に関する検討課題が挙げられることも多いため、他の

自治体の状況を随時把握した上で適切な額に設定してまいります。 

○ 個人情報保護制度の法制化に伴って負担額を上げることで、市民の意

識を高めるということができるかと思います。 

● 個人の権利に基づく自己情報開示の必要性と実際の負担額とのバラン

スを考慮して、適切な額を設定してまいりたいと考えています。 

○ 多色２０円という額について、実際のところ賄えているのでしょう

か。 

● 実際の印刷代や人件費等のコストを積み上げて設定した額ではなく、

一般的なコピー代金や他の自治体における設定額等とのバランスをとっ

て設定したものですので、賄えるとは言い切れません。 

○ 現行制度で無料とされているものを有料としたり１０円を２０円にし

たりというのは、よほどの根拠がなければ難しいと思いますし、高額で

あることから市民が制度を利用しづらくなるのも不本意ですので、条例

施行日の経済情勢がどうなっているかは予想できませんが、現時点で

は、手数料は無料、写しの交付に要する費用は現行のまま据え置く方向

でよいと思います。 

  ただし、周辺自治体の状況等は常に把握しておくよう努めていただき

たいです。 

○ 文書、図画又は写真以外の媒体に記録されている保有個人情報の写し

の作成は開示請求者の負担とするというのは、どのように理解すればよ

ろしいでしょうか。 

● 例えば、紙の状態で保管されている個人情報であれば無料となります

が、データでのみ保管されている個人情報の場合は、先程御説明しまし

た額を負担していただくということです。 

○ 紙であればそのまま閲覧させることができますが、データの場合は、

見られたくないデータを除いて印刷する必要があるため、その分の費用
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を開示請求者に負担させるということでしょうか。 

○ 交付に要する費用とあるので、閲覧ではなく写しを交付する場合に徴

収する費用ということだと思います。とすれば、単色片面１枚１０円を

徴収するという説明は何だったのでしょうか。 

● 法でいう交付に要する費用について、本市では写しの作成に要する費

用と写しの送付に要する費用とに分類して考えています。御指摘いただ

いたのは作成に要する費用ですが、開示請求を受けた時点で、紙で保管

されている個人情報については、自己情報コントロール権の考え方等に

より無料で作成することとしていますが、データでしか残されていない

情報については、その印刷に当たりお見込みの実費相当額を徴収しま

す。 

○ その説明だと、写しの作成に要する費用は、市が負担するということ

でしょうか。 

● 通常、市が負担しますが、データでのみ保管されている個人情報の写

しの作成については、特定の者のために実施する事務として、開示請求

者に負担していただいています。 

○ ＣＤ－Ｒ等の場合はどうなるのでしょうか。 

● データで保管されている情報を印刷すると非常に大量となってしまう

等の場合に、開示請求者がＣＤ－Ｒ等による写しの交付を希望すること

があります。その場合は、１０円等ではなく電磁的記録媒体の実費相当

額を負担していただきます。 

○ ２つのことが混ざり合い、混乱しているように思います。請求時点

で、データでのみ保管されているものを印刷するよう希望された場合は

単色片面１枚１０円、ＣＤ－Ｒ等の電磁的記録媒体に写しを保存して交

付するよう希望された場合は電磁的記録媒体の実費相当額を徴収すると

いうことでよろしいでしょうか。 

  また、もともと文書で保管されているものについては、写しの作成に

手間がかからないので無料とするということでよろしいでしょうか。 

● お見込みのとおりです。 

○ コピー代は徴収しないのでしょうか。 

● 自己情報コントロール権の考え方等から、比較的簡単に写しを作成で

きる場合は費用を徴収しないこととしています。 

○ それは、開示請求の手続をとった場合のみということでよろしいでし

ょうか。 

● 開示請求の手続をとった場合のみ適用されます。 

 

 

● 続きまして、諮問書の項目５「個人情報保護審議会への諮問事項につ

いて」御説明いたします。資料１と併せて「諮問事項「５ 個人情報保

護審議会への諮問事項について」関係資料」を御覧ください。 

  現行制度では、関係資料「１ 報告事項」の左側の事項を報告するこ

ととなっておりますが、改正個人情報保護法施行後は、既に御審議いた

だいたとおり保有個人情報目録を廃止し、個人情報ファイル簿を作成す

ることとなることから、それに伴い、個人情報を取り扱う業務の開始、

変更及び廃止の届出並びに保有個人情報目録に登録された業務における

個人情報の利用の状況に係る届出が廃止され、報告事項からも削られる

こととなります。事務局では、これらに代わるものとして、個人情報フ

ァイル簿の公表の状況を報告事項に追加することを考えております。 

  なお、保有個人情報の目的外利用及び外部提供につきましては、改正

法施行後も、法の規定に基づき実施されることから、引き続き報告事項
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とすることを考えております。 

 

  関係資料「２ 諮問事項」につきましても、左側に列挙された現行の

項目のうち、個人情報の例外的な収集及び保有、保有個人情報の目的外

利用及び外部提供、電子計算組織の結合については、類型的に諮問事項

とすることは認められない旨の考えが国から示されていることから、こ

れらの諮問事項を廃止した上で、現行制度における⑵「個人情報保護制

度の運営に関する重要事項」をより詳細な規定に分類し、新たな諮問事

項として「法施行条例を改正しようとする場合」、「市が法律の範囲内

で地域の特殊性に応じた必要性から独自の個人情報保護施策を実施する

場合で、地域の代表者や有識者等からの意見を聴取することが特に必要

である場合」を加えた３件としたいと考えています。 

  なお、「３ その他情報」では、過去、個人情報保護審議会に付議し

た上で実施されてきた保有個人情報の目的外利用及び外部提供の改正法

施行日以後の取扱いについて説明しています。こちらは諮問事項とは直

接関係がございませんが、審議会への報告事項として関連があるものと

して記載しております。こちらにつきましては、記載のように、国の考

え方に沿って再整理をしてまいります。 

  説明は以上です。 

 

【主な意見等】 

○ 目的外利用及び外部提供の届出に係る報告は残るという説明でした

が、改正法施行後は、審議会の意見に基づく目的外利用等を行うことは

できず、目的外利用の可否について疑義が生じた場合、国に問い合わせ

る運用となると理解しています。 

  審議会に意見を聴いた上での目的外利用等ができずとも、報告はされ

るのでしょうか。法に報告に係る規定があるのでしょうか。 

● 目的外利用等の運用については、基本的には法に則って判断し、個別

の案件で疑義が生じた場合は、個人情報保護委員会に問い合わせること

となります。したがって、審議会から御意見をいただくことはできませ

んし、法に、審議会に報告しなければならないといった規定もありませ

んが、それを踏まえた上で、事務局では、実際にどのような目的外利用

等が行われているかということについては、審議会に報告した方がよい

のではないかと考えています。 

○ 案の中で、開始、変更、廃止の届出に関する事項を報告事項から外し

たのはなぜでしょうか。 

● 現行制度では業務を単位として個人情報を管理し、個人情報を取り扱

う業務を開始、変更、廃止する場合には届出をすることとしています。

また、当該業務における個人情報の利用状況についても届出をすること

としています。 

  一方、改正個人情報保護法施行後は、個人情報ファイルを単位として

管理することとなるため、これらの届出は廃止され、それに伴い報告事

項からも除かれることとなります。事務局では、これらに代わるものと

して、個人情報ファイル簿の公表の状況を報告事項とするのが適切では

ないかと考えています。 

○ 報告がなければ、実施機関が個人情報保護制度をどのように運用して

いるのかを把握できないため、報告は必要だと思います。 

  ファイル簿の文量については、どの程度になるのでしょうか。審議会

委員が確認することができる程度なのでしょうか。 

● １つのファイル簿につき、Ａ４用紙で１枚から２枚程度になると予想
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しています。 

○ 報告事項のみで諮問事項にないのは、審議会では審議をすることがで

きないためという認識でよろしいでしょうか。 

● お見込みのとおりです。 

○ 専門的知識を有する者のほか市民が審議会委員に含まれているのは、

市民の常識に照らして意見を述べる場合を想定してのことと認識してい

ます。それを考慮すると、制度の運用に係る事項を報告事項から全くな

くしてしまうことはふさわしくないと思います。 

  ところで、専門的知識を有する者が具体的に何を指すかという点につ

いて、法令等で説明されているのでしょうか。 

● 有識者について法令等で具体的な指定はされておりません。自治体ご

との必要性に応じて判断することとなります。 

○ 有識者に係る自治体の定めは、規則等でなく条例に置かれるのでしょ

うか。 

● お見込みのとおりです。 

○ 今後も審議会で制度の運用を監視していくのが適切と思います。 

● 補足として、資料の最後に記載された事項についてですが、これまで

審議会の意見を聴いて実施してきた目的外利用等については、改正法施

行後は法に基づく目的外利用として根拠を再整理することとなりますの

で、お伝えしておきます。 

 

 

● 続きまして、諮問書の項目６「情報公開条例における開示情報及び非

開示情報との整合を図るための条例の規定の必要性について」御説明い

たします。 

  この項目は、法第７８条第２項の規定により、個人情報保護法と情報

公開条例との整合性を確保するため、個人情報保護法施行条例で必要な

非開示情報を規定し、また非開示情報から除く情報を規定することがで

きるとされていることから、それらの規定の必要性について御審議いた

だくものでございます。 

  この項目につきましては、以前の会議において、委員から改正後の個

人情報保護法でいわゆる「法令秘情報」が規定されていない理由につい

て御質問をいただいておりましたので、まず、そちらを御説明いたしま

す。 

  Ｑ＆Ａ１３ページのＱ５－４－３を御覧ください。回答として、法の

規定では、不開示により保護しようとする情報の類型ごとに定性的な支

障の有無等を規律したため、他の法令の規定により開示できないとされ

た情報であっても、通常、この類型のいずれかに該当するという考え方

が示されています。 

 

  委員の御質問に関する説明としては以上ですが、このことを踏まえ、

項目６に係る審議の要点を御説明させていただきます。Ｑ＆Ａ１２ペー

ジ、Ｑ５－４－１の回答のなお書き及びガイドライン７４ページを御覧

ください。Ｑ＆Ａには、情報公開条例における不開示情報が実質的に法

第７８条第１項各号の不開示情報に含まれる場合、情報公開条例におけ

る不開示情報と同様の取扱いをすることを目的として、個人情報保護法

施行条例で情報公開条例と同一の不開示情報を規定する必要はない旨が

記載されています。また、ガイドライン７４ページの下から４行目以降

には、個人情報保護法施行条例に、法と重複する規定を置くことは認め

られない旨が記載されています。 



 - 9 - 

  以上のことから、本件項目を御審議いただく際の要点は、情報公開条

例で規定されている非開示情報に、法第７８条第１項各号のいずれにも

当てはまらないものがある場合にのみ、それを個人情報保護法施行条例

で非開示情報として規定することができるということになります。 

  この考え方を本市に当てはめるに当たり、参考資料１を御用意いたし

ましたので、御覧ください。この表は、改正後の個人情報保護法の不開

示情報と本市の情報公開条例の非開示情報とを比較し、対応する規定を

枠で囲ったものです。御覧のとおり、情報公開条例の非開示情報のう

ち、法第７８条第１項に対応する規定が存在しないのは、第１号のいわ

ゆる法令秘情報のみとなっています。 

  しかし、法令秘情報については、先程御説明しましたとおり、基本的

に法第７８条第１項各号のいずれかに該当するという考えが示されてい

ることから、実質的に法の規定と重複することとなり、ガイドライン７

４ページの記載から、個人情報保護法施行条例で規定することはできま

せん。 

  したがって、本市では、情報公開条例との整合性を確保することを目

的として個人情報保護法施行条例で規定するべき非開示情報はないもの

と考えています。 

 

  また、本市の情報公開条例において開示することとされた情報であっ

て、改正個人情報保護法で不開示とされたものはありませんので、そち

らについても同様に規定すべきものはないと考えています。 

  説明は以上です。 

 

【主な意見等】 

○ Ｑ＆Ａ５ページのＱ２－２－１に死者に関する情報についての記載が

あり、条例で独自に定めることができるとされていますが、これを含め

ていないのはなぜでしょうか。 

● 死者に関する情報については、改正個人情報保護法第７８条第１項第

２号の個人に関する情報に含まれております。御指摘の箇所は、目的外

利用等の運用に関する独自の規定を指しているものです。 

○ 運用上の問題は生じないと考えてよいのでしょうか。 

● 現行制度と同様の運用となります。 

○ 条例より法律が優先されること、自治体独自の規制を設けることが認

められていないことから、事務局の説明どおり改正個人情報保護法と情

報公開条例とで基準が一致しているのであれば、事務局案のとおりとし

てよいと思います。 

○ 問題が生じる都度検討することとなるのでしょうか。 

● 開示決定に当たっては、基本的には法に則って判断し、疑義が生じた

場合は、個人情報保護委員会に照会した上で決定することとなります。 

○ 個人情報保護委員会からの回答は迅速になされるのでしょうか。 

● 現状では、問合せを行った場合、おおむね１週間程度で回答がなされ

ており、今後も同様の期間で回答がなされると予想しています。 

 

 

● 続きまして、追加項目について御説明いたします。 

  資料１「追加項目の検討」を御覧ください。ここからは、組織の内部

管理に係る内容又は手続的な内容であることから諮問事項とはしており

ませんが、独自の保護措置として条例又は規則に盛り込むことを考えて

いる事項について御説明させていただき、よりよい制度づくりのための
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御意見を伺いたいと考えています。 

  委員の皆様にも、これらの事項については正式な諮問事項としなくて

もよいとお考えいただけるようであれば、この場で各項目について御意

見等をいただいた上で、事務局の判断として、諮問・答申の手続を経る

ことなく条例案等に入れていきたいと存じます。 

  また、可能性としてではございますが、今後も同様の項目があった場

合には、事務局の判断で同様に対応させていただきたいと考えておりま

すが、いかがでしょうか。 

○ 異議なし 

● それでは、まず、⑴「時限解除による開示について」御説明いたしま

す。 

  現行条例の第１５条の２第２項では、保有個人情報の開示請求を受け

て全部又は一部を開示しない決定をする場合であって、決定の日から１

年以内に非開示情報を開示できるようになるときは、その旨を通知する

よう規定されております。 

  具体的な通知の方法につきましては、参考資料２を御覧ください。１

枚目は一部開示決定をする場合に使用する通知書、２枚目は非開示決定

をする場合に使用する通知書となっており、赤枠で囲んだ部分が本項目

に係る通知です。 

  Ｑ＆Ａ２５ページのＱ９－３－１を御覧いただきますと、一部開示決

定又は不開示決定を行う場合に、不開示情報を開示することができるよ

うになる期日を明示することができるときは、明示しなければならない

とする規定を設けることは妨げられないとされております。 

  このことから、個人情報保護法施行条例には、現行制度と同様、可能

な場合には非開示情報を開示することができるようになる期日の明示を

義務付ける規定を置くこととしたいと考えております。 

  説明は以上です。 

 

【主な意見等】 

○ 条例での規定も認められていますし、期日を明示する規定はあった方

がよいと思います。 

 

 

● 続きまして、⑵「保有個人情報の適正管理に伴う管理責任者の設置に

ついて」御説明いたします。 

  現行条例の第９条第１項では、実施機関は、管理責任者を置き、保有

個人情報を正確かつ最新のものとする等の適正な維持管理に必要な措置

を講ずるよう規定しており、個人情報保護条例施行規則第６条で、管理

責任者には課長相当職を充てることとしています。 

  Ｑ＆Ａ２５ページのＱ９－２－１では、このような地方公共団体独自

の役職を置くことは妨げられないとされておりますので、改正個人情報

保護法施行後においても現行条例と同様の体制をつくってまいりたいと

考えております。 

  説明は以上です。 

 

【主な意見等】 

特になし 

 

 

● 続きまして、⑶「運用状況の公表について」御説明いたします。 
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  現行条例の第３１条では、個人情報保護制度の運用状況の公表を市長

に義務付けています。 

  Ｑ＆Ａ２４ページのＱ８－１－１では、住民向けに制度の運用状況を

公開する制度を設けることは妨げられないとされておりますので、個人

情報保護法施行条例にも現行条例と同様の規定を置きたいと考えており

ます。 

  なお、実際に行った公表の例として、参考資料３をお配りしておりま

すので、参考に御覧いただければと存じます。 

  説明は以上です。 

 

【主な意見等】 

○ どのように公表していくのでしょうか。 

● 主に市報やホームページによる公表を行います。 

 

 

【審議結果】 

○ 議題⑴「個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本市の個人情

報保護制度の見直しについて」のうち、「条例要配慮個人情報を条例で

定める必要性について」は、現時点では条例要配慮個人情報に当たる記

述等を定める必要性は乏しく、今後、国に条例要配慮個人情報に関する

規制を求めるよう働きかけを行っていくとともに、審議会にも必要な情

報提供を行うよう意見することとします。 

  「条例で定める開示手数料の額について」は、事務局案のとおり手数

料は無料とし、写しの交付に要する費用として現行制度と同様の負担を

求めることが適切である旨意見することとします。 

  「個人情報保護審議会への諮問事項について」は、事務局案のとおり

報告事項から個人情報を取り扱う業務の開始、変更及び廃止の届出に関

する事項並びに保有個人情報の利用の届出の状況に関する事項を除き、

個人情報ファイル簿の公表の状況に係る事項を加えること、諮問事項か

ら条例によりその権限に属する事項、制度の運営に関する重要事項を除

き、法施行条例を改正しようとするとき、独自の個人情報保護施策を実

施する場合で、地域の代表者や有識者等からの意見を聴取することが特

に必要であるときを加えることとするのが適切である旨意見することと

します。 

  「情報公開条例における開示情報及び非開示情報との整合を図るため

の条例の規定の必要性について」は、事務局案のとおり情報公開条例と

の整合性を確保することを目的として個人情報保護法施行条例で特別に

不開示情報を規定する必要はなく、個人情報保護法で不開示とされてい

る情報のうち、開示することを義務付ける規定を置く必要もない旨意見

することとします。 

  また、追加事項については、事務局の判断で条例等に追加してよいこ

ととします。 

  なお、議題⑴「個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本市の

個人情報保護制度の見直しについて」は、これまでの審議の結果を踏ま

え、次回会議で中間答申案の審議をすることとします。 

 

 

議題 

⑵ その他 

○ 議題⑵「その他」を議題とし、事務局に説明を求めます。 
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● 事務局からは、特にありません。 

 

○ 以上をもちまして、本日の議題は全て終了しました。 

これで、令和４年度第４回武蔵村山市個人情報保護審議会を終了しま

す。本日は、大変お疲れ様でした。 

 

以 上 
 

会議の公開・ 

非 公 開 の 別 

☑公  開                傍聴者：   ０ 人 

□一部公開 

□非 公 開 

 ※一部公開又は非公開とした理由 

 

 

会議録の開示・ 

非 開 示 の 別 

☑開  示 

□一部開示（根拠法令等：                   ） 

□非 開 示（根拠法令等：                   ） 
 

庶 務 担 当 課  総務部 文書法制課  （内線：３８５） 

 

 


